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 過剰間隙水圧比分布 

地盤に発生した過剰間隙水圧比を確認するため，曲げ軸力照査及びせん断力照査におい

て最大照査値を示した地震動について，地震応答解析の全時刻における各地盤要素の過剰

間隙水圧比の最大値分布を示す。表 5－17 に最大照査値を示す解析ケース一覧を示す。Ａ

－Ａ断面における過剰間隙水圧比分布図を図 5－12 及び図 5－13 に，Ｂ－Ｂ断面におけ

る過剰間隙水圧比分布図を図 5－14 に示す。なお，周辺地盤に液状化が生じた場合でも，

燃料移送系配管ダクトは鋼管杭によって西山層に支持される杭基礎構造物であることか

ら，浮き上りは生じない。 

 

表 5－17 最大照査値を示す解析ケース一覧 

断面 評価部位 
評価項目 

曲げ軸力照査 せん断力照査 

Ａ－Ａ断面 
鉄筋コンクリート部材 Ss-1＋＋（解析ケース①） Ss-1－－（解析ケース③） 

鋼管杭 Ss-1－－（解析ケース③） Ss-1－－（解析ケース③） 

Ｂ－Ｂ断面 
鉄筋コンクリート部材 Ss-1＋＋（解析ケース③） Ss-1＋＋（解析ケース③） 

鋼管杭 Ss-1＋＋（解析ケース③） Ss-1＋＋（解析ケース③） 

 

注： 耐震評価における解析ケース一覧 

 

 

 

  

解析ケース 

① ② ③ ④ ⑤ 

基本ケース 

地盤物性のば
らつき（＋1σ）
を考慮した解
析ケース 

地盤物性のば
らつき（－1σ）
を考慮した解
析ケース 

非液状化の条
件を仮定した
解析ケース 

地盤物性のば
らつき（＋1σ）
を考慮して非
液状化の条件
を仮定した解
析ケース 

地盤剛性の 

設定 

地盤剛性 
（平均値） 

地盤剛性 
（＋1σ） 

地盤剛性 
（－1σ） 

地盤剛性 
（平均値） 

地盤剛性 
（＋1σ） 

液状化強度 

特性の設定 

液状化強度 
特性（－1σ） 

液状化強度 
特性（－1σ） 

液状化強度 
特性（－1σ） 

液状化パラメ
ータを非適用 

液状化パラメ
ータを非適用 
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（参考資料 7） 新設地盤改良体の物性値設定が構造物の耐震評価及び機器・配管系に対する応答

加速度に与える影響確認 

 

1. 概要 

屋外重要土木構造物の周囲には，構造物の変形抑制対策として，地盤改良体を設置している。

このうち 2018年 12月時点で施工中もしくは計画中の地盤改良体は「新設地盤改良体」と称し，

その解析用物性値は設計値又は文献等に基づき設定している＊。実施工における地盤改良体は設

計値を上回るように施工されるため，ばらつきを考慮した解析ケースにおいても構造物評価の観

点では地盤剛性を低く評価する方が地盤のせん断変形が生じやすいことから，設計値に基づき下

限値相当のＧ0を設定している。 

本項では，解析用物性値を設計値に基づき設定している新設地盤改良体について，現時点で得

られている実施工の事後調査結果に基づく物性値設定が，構造物の耐震評価及び機器・配管系に

対する応答加速度に与える影響を確認する。 

注記＊ ：KK7補足-024-1「地盤の支持性能について」参照。 

 

2. 影響確認の方針 

既往解析ケース（以下「基本ケース」という。）における構造物の耐震評価結果と，新設地盤改

良体の解析用物性値を実施工の事後調査結果に基づき設定した解析ケース（以下「追加ケース」

という。）における構造物の耐震評価結果を比較し，構造物の耐震評価に与える影響を確認する。 

また，追加ケースの加速度応答スペクトルについて，基本ケースの加速度応答スペクトル及び

機器・配管系の設計用床応答曲線と比較し，機器・配管系に対する応答加速度に与える影響を確

認する。 

 

2.1 代表構造物の選定 

屋外重要土木構造物のうち，機器・配管系を間接支持する機能が要求される構造物の地盤改

良体配置図を図 2－1～図 2－5に示す。各構造物に対し，新設地盤改良体の物性値設定が構造

物の耐震評価及び機器・配管系に対する応答加速度に与えるに与える影響の大きさの観点から，

構造物と新設地盤改良体の位置関係について表 2－1のとおり整理した。 

表 2－1より，本検討は，解析断面中に新設地盤改良体の占める割合が大きく，かつ構造物

近傍に新設地盤改良体が位置している燃料移送系配管ダクトを代表として実施する。 
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表 2－1 代表構造物の選定 

構造物名称 構造物と新設地盤改良体の位置関係 選定結果 

軽油タンク基礎 
解析断面中に地盤改良体が存在するが，構造物近傍に位

置するのは既設地盤改良体のみである。 
 

燃料移送系配管ダクト 
解析断面中に新設地盤改良体が占める割合が大きく，構

造物近傍に新設地盤改良体が位置している。 
○ 

常設代替交流電源装置基礎 

解析断面中の一部に新設地盤改良体が存在するが，その

地盤条件，施工方法及び設計強度が既設地盤改良体と同

一であることから，既設地盤改良体の解析用物性値を用

い，ばらつきを考慮している。また，大部分は既設地盤改

良体である。 

 

軽油タンク基礎（6 号機設備） 

解析断面中の一部に新設地盤改良体が存在するが，大部

分は既設地盤改良体である。 

基礎版直下に構造物と接する新設地盤改良体が存在する

が，新設地盤改良体と西山層間の約 10m の深さには埋戻

土Ⅱが分布している。Ａ－Ａ断面には構造物位置から西

山層までの間に新設地盤改良体が存在するが，その平面

的な設置範囲は基礎北東の一部の範囲のみである。 

また，既設地盤改良体が構造物を取り囲むように位置し

ているため，構造物の地震時の挙動は既設地盤改良体に

よる影響が大きい。 
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(a) 平面図 

 

(b) Ａ－Ａ断面図 

 

(c) Ｂ－Ｂ断面図 

 

 

注 ：置換工法(CD掘削)の施工範囲の内，上構造

物及び埋設構造物がある箇所では，高圧噴

射または置換（開削）を適用 

図 2－1 軽油タンク基礎の地盤改良体配置図 

 

  

（単位：mm） （単位：m） 

（単位：m） 

７号機原子炉建屋 

軽油タンク基礎 

Ａ 

Ｂ 

Ｂ 

格納容器圧力 
逃がし装置 

Ａ 

流動化処理土 
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(a) 平面図 

 

(b) Ａ－Ａ断面図 

 

 

注 ：置換工法(CD掘削)の施工範囲の内，地上構

造物及び埋設構造物がある箇所では，高圧

噴射または置換（開削）を適用 

図 2－2 燃料移送系配管ダクトの地盤改良体配置図 

  

燃料移送系配管ダクト 

Ａ 

Ｃ 

Ｂ Ｂ 

Ａ 

Ｃ 

格納容器圧力

逃がし装置 

（単位：m） 

（単位：mm） 
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(d) Ｃ－Ｃ断面図 

 

図 2－3 常設代替交流電源設備基礎の地盤改良体配置図  

(a) 平面図 

(b) Ａ－Ａ断面図 

(c) Ｂ－Ｂ断面図 

（単位：m） 

（単位：m） 

（単位：m） 

（単位：mm） 

既設地盤改良体 

Ａ Ａ 

Ｂ Ｂ 

Ｃ 

Ｃ 
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(a) 平面図 

 

 (b) Ａ－Ａ断面図 

 

 

(c) Ｂ－Ｂ断面図 

 

 

注 ：置換工法(CD掘削)の施工範囲の内，地上構

造物及び埋設構造物がある箇所では，高圧

噴射を適用 

 

図 2－4 軽油タンク基礎（6号機設備）の地盤改良体配置図 

  

（単位：mm） （単位：m） 

（単位：m） 

6号機原子炉建屋 

軽油タンク基礎 

 

Ａ 

Ｂ 

Ａ 

Ｂ 

ケーブルダクト 
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Ａ－Ａ断面 構造物拡大図 

 

 

Ｂ－Ｂ断面 構造物拡大図 

 

：新設地盤改良体（置換）の範囲 

：新設地盤改良体（高圧噴射）の範囲 

 

図 2－5 軽油タンク基礎（6号機設備）の地盤改良体配置図（構造物拡大図） 

 

  

埋戻土Ⅱ 埋戻土Ⅱ 
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3. 検討条件 

3.1 評価対象断面及び解析ケースの設定 

評価対象断面は，燃料移送系配管ダクトの解析断面のうち，新設地盤改良体が占める割合が

大きいＡ－Ａ断面とする。Ａ－Ａ断面の断面図を図 3－1に示す。 

解析ケースは，構造物の耐震評価及び設計用床応答曲線作成に用いている解析ケースのうち，

最も地盤剛性の高い設定である解析ケース⑤（地盤剛性＋1σ，液状化パラメータを非適用）と

する。また，検討に用いる地震動は，燃料移送系配管ダクトの耐震評価結果が最も厳しく，か

つ応答加速度も大きい基準地震動 Ss-1＋＋，Ss-1－＋，Ss-1＋－及び Ss-1－－の 4波とする。 

 

 

            ：新設地盤改良体（置換工法（ＣＤ掘削））の範囲 

図 3－1 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

3.2 解析用物性値の設定 

燃料移送系配管ダクトの新設地盤改良体は，置換工法（ＣＤ掘削）の施工済みの箇所に対し

事後調査を実施しており，当調査結果を用いて追加ケースの解析用物性値を設定する。表 3－

1 に効果確認試験から得られた S 波速度及び一軸圧縮強度の実測値について，設計値との比較

を示す。 

追加ケースの解析用物性値は，事後調査結果の平均値から，KK7 補足-024-1「地盤の支持性

能について」の既設地盤改良体の解析用物性値の設定方法に基づき，表 3－2に示すとおり設

定する。 
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表 3－1 設計値と実測値の比較 

試験項目 単位 設計値 
実測値＊ 

平均値 最大値 最小値 標準偏差 

S波速度 m/s 840 1643 1873 1508 83 

一軸圧縮強度 kN/m2 8000 12750 15664 9729 1959 

注記＊ ：S波速度の試料数は 22，一軸圧縮強度の試料数は 18である。 

 

表 3－2 解析用物性値の設定「新設地盤改良体（置換工法（ＣＤ掘削））」 

パラメータ 
基本ケース 追加ケース 

設定根拠 物性値 設定根拠 物性値 

物
理
特
性 

密度 ρ (g/cm3) 既設地盤改良体の物理試験 1.85 物理試験 1.98 

間隙率 n  既設地盤改良体の物理試験 0.48 既設地盤改良体の物理試験 0.48 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数 Ｇma (kN/m2) 設計 S波速度，密度に基づき設定 1.31×106 PS検層による S波速度，密度に基づき設定 5.34×106 

基準平均有効拘束圧 σma' (kN/m2) 慣用値＊1 98.0 慣用値＊1 98.0 

ポアソン比 ν  慣用値＊1 0.33 慣用値＊1 0.33 

減衰定数の上限値 ｈmax  文献に基づき設定＊2 0.050 動的変形特性に基づき設定 0.030 

強
度
特
性 

粘着力 ｃ (kN/m2) 設計一軸圧縮強度 qudと粘着力 cとの関係に基づき設定 4000.0 一軸圧縮強度 quと粘着力 cとの関係に基づき設定 6375.0 

注記＊1：液状化による構造物被害予測プログラム FLIPにおいて必要な各種パラメタの簡易設定方法（港湾技研資料 No.869）（運輸省港湾技術研究所，平成 9年 6月） 

  ＊2：第 2版 流動化処理土利用技術マニュアル（平成 19年，独立行政法人 土木研究所 編） 
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4. 検討結果 

4.1 曲げ照査値の比較 

Ａ－Ａ断面，解析ケース⑤，基準地震動 Ss-1＋＋による鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照

査結果の比較を表 4－1に，鋼管杭の曲げ軸力照査結果の比較を表 4－2に示す。 

 

表 4－1 鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用層間変形角＊ 

Ｒｄ 

限界層間変形角 

Ｒｕ 

照査値 

Ｒｄ／Ｒｕ 

基本ケース 2.20×10-4 1.0×10-2 0.03 

追加ケース 2.16×10-4 1.0×10-2 0.03 

注記＊ ：照査用層間変形角Ｒｄ＝最大層間変形角Ｒ×構造解析係数γａ 

 

表 4－2 鋼管杭の曲げ軸力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用曲率＊ 

φｄ 

終局曲率 

φｕ 

照査値 

φｄ／φｕ 

基本ケース 7.10×10-4 1.30×10-2 0.06 

追加ケース 4.69×10-4 1.43×10-2 0.04 

注記＊ ：照査用曲率φｄ＝発生曲率×構造解析係数γａ 
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4.2 せん断力照査値の比較 

Ａ－Ａ断面，解析ケース⑤，基準地震動 Ss-1＋＋による鉄筋コンクリート部材のせん断力照

査結果の比較を表 4－3～表 4－6に，鋼管杭のせん断力照査結果の比較を表 4－7に示す。 

 

表 4－3 頂版のせん断力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

基本ケース 99 548 0.19 

追加ケース 98 547 0.18 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

表 4－4 側壁のせん断力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

基本ケース 115 580 0.20 

追加ケース 109 573 0.20 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

表 4－5 隔壁のせん断力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

基本ケース 119 393 0.31 

追加ケース 118 392 0.31 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

表 4－6 底版のせん断力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

基本ケース 168 513 0.33 

追加ケース 146 421 0.35 

注記＊ ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 

 

表 4－7 鋼管杭のせん断力照査結果の比較 

検討ケース 
照査用せん断力＊ 

Ｑｄ（kN） 

終局せん断耐力 

Ｑｕ（kN） 

照査値 

Ｑｄ／Ｑｕ 

基本ケース 436 1677 0.26 

追加ケース 260 1677 0.16 

注記＊ ：照査用せん断力Ｑｄ＝発生せん断力×構造解析係数γａ 
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4.3 加速度応答スペクトルの比較 

基本ケースと追加ケースの加速度応答スペクトル及び燃料移送系配管ダクトの設計用床応答

曲線Ⅱの比較を図 4－1に示す。なお，燃料移送系配管ダクトに間接支持される設備は全て設

計用床応答曲線Ⅱを用いて耐震評価を実施している。 

基本ケースと追加ケースの加速度応答スペクトルは，基準地震動 Ss-1＋＋，Ss-1－＋，Ss-1

＋－，Ss-1－－の 4波の各解析において，図 4－2に示す 6節点の各加速度応答スペクトル（減

衰定数 2％）を包絡したものである。また，図中に基本ケースの全ての基準地震動Ｓｓの加速

度応答スペクトル（上記 6節点包絡）を参考として示す。基本ケースと追加ケースの加速度応

答スペクトルを比較した結果，水平方向については基本ケースと追加ケースで概ね一致してい

ることを確認した。鉛直方向については，短周期側で追加ケースが基本ケースを下回る傾向が

あることを確認した。 

また，追加ケースの加速度応答スペクトルと設計用床応答曲線Ⅱを比較すると，全周期帯で

追加ケースの加速度応答スペクトルが設計用床応答曲線Ⅱを下回っており，燃料移送系配管ダ

クトが間接支持する設備の耐震評価に影響がないことを確認した。 

 

 

  

（水平）                 （鉛直） 

図 4－1 加速度応答スペクトルと設計用床応答曲線Ⅱの比較 

 

 

 

：加速度抽出節点 

図 4－2 加速度抽出節点 
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5. まとめ 

本項では，新設地盤改良体の解析用物性値を事後調査結果に基づき設定し，構造物の耐震評価，

及び機器・配管系に対する応答加速度に与える影響を確認した。 

構造物の耐震評価の観点では，基本ケースと追加ケースの耐震評価結果を比較した結果，追加

ケースでは地盤改良体の強度が増したことから構造物の変形抑制効果が高まり，照査値が小さく

なる傾向にあることを確認した。鉄筋コンクリート部材の底版については照査値が大きくなる結

果となったが，基本ケースとの差は 0.02 であり，許容限界に対し十分余裕があることを確認し

た。 

機器・配管系に対する応答加速度の観点では，基本ケースと追加ケースの加速度応答スペクト

ルを比較した結果，水平方向については基本ケースと追加ケースで概ね一致していることを確認

した。鉛直方向については，短周期側で追加ケースが基本ケースを下回る傾向があることを確認

した。さらに，追加ケースの加速度応答スペクトルと燃料移送系配管ダクトの設計用床応答曲線

Ⅱを比較した結果，全周期帯で追加ケースの加速度応答スペクトルが設計用床応答曲線Ⅱを下回

っていることから，燃料移送系配管ダクトが間接支持する設備の耐震評価に影響がないことを確

認した。 

なお，追加ケースの解析用物性値は，現時点で得られている事後調査結果の平均値から設定し

ている。表 3－1 に示すとおり，事後調査結果は設計値に対し S波速度で約 2倍，一軸圧縮強度

で約 1.6倍に増大しているが，耐震評価については照査値が小さくなる傾向にあり，加速度応答

スペクトルについては基本ケースと追加ケースの加速度応答スペクトルが同等であり，設計用床

応答曲線Ⅱに対しても十分余裕があることから，これらのパラメータにばらつきを見込んだとし

ても，構造物及び機器・配管系の耐震安全性に影響を与える変動はないと判断した。 

 


